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８ 公租公課 

・基準値及び目標値は、直近２か年の平均値とした。 

 

９ 販売経費 

・基準値は、直近２か年の平均値とした。 

・目標値は、水揚金額に５％（魚市場販売手数料３％、問屋手数料２％） 

を乗じた。 

 

１０ その他経費 

・基準値及び目標値は、直近２か年の平均値とした。 

＊その他経費内訳：氷代、魚箱代、運送費、通信費等 

 

１１ 減価償却費 

・基準値は、償却が残っている４隻の直近２か年の平均値とした。  

・目標値は、基準値を船体の償却費として２００％定率法の５年償却に 

より算出した。また、漁具等は耐用年数が３年のため、復興計画４年 

目に新しい漁具（漁網一式）等 3,000 千円を導入するとして償却費 

を２００％定率法の３年償却により算出し、船体の償却費と合算した。 
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がんばる漁業の主な取組の結果

１ 宮城県沖と福島県沖の入会操業の再開・推進等
・福島県関係漁業者と協議をし、入会操業海域は拡大され、操業条件も年々拡充し、
事業期間２年目から自由操業海域の設置により入会操業の機会が増加。

・福島県沖の水産物については、石巻魚市場において宮城県産とほぼ同等と評価。
・福島県内の買受人の要請を受け、スルメイカを小名浜魚市場に陸送販売。

２ 漁場や資源に応じた操業方法、操業体制への転換
・13隻を３グループに分け、宮城県北部・南部・福島県沖の３区域を交代しながら、
グループ操業を実施。

・海難防止講習会等に参加し、乗組員の安全意識を向上。

３ 付加価値を高めるための船上での取組
・漁獲物の鮮度向上のため、曳網時間を2.5時間以内に短縮。

４ 需要に応じた共有体制の確立
・魚市場や買受人等との協議により、需要に応じた操業計画を構築する
体制が確立。

５ 持続的な漁業のための資源保護
・漁場移動や再放流によるマダラ（マメマメ）やケガニ（甲長７cm未満）等の保護。

６ 付加価値を高めるための陸上での取組
・ケガニ等について、高単価な活魚出荷への転換を推進。

７ 魚市場における衛生管理、販売促進等
・認知度向上と消費拡大のため、「みやぎ水産の日」と連携し、

   漁獲物の販売会に参加。

８ 生産回復
・１隻当たりの水揚量（令和５年～６年の平均）は546トン
（震災前の679トンの約80％）。

〇福島県沿岸における生産回復型 第１期（令和５年９月から令和８年８月まで）

表 福島県沖合海域における操業状況（７隻の合計）

① 非自由操業海域

② 自由操業海域

福島県関係漁業者との協議の様子

表 宮城県産と福島県産の単価比較（石巻魚市場販売）



現在の状況・課題

○ 石巻魚市場等の水産関係設備は、概ね震災前の水準に回復し、水産加工業者も約80％が営業を再開。
13隻の近底船が稼働中で、水揚量（令和５年～６年の平均）は１隻当たり546トンで、震災前の679トン（平成20年～22年
の平均）の約80％まで回復。

○ 入会操業は一定の推進が図られたものの、操業海域は依然として宮城県沖と福島県沖の一部海域に制限。

○ 近年の海洋環境の変化に伴い、従来の主力魚種であったタラ類やスルメイカ等の冷水性魚種が減少し、代わりにサバが増
加するなど、漁場形成が大きく変化。

○ 入会操業の拡大は、震災前の状態への回復にとっても、海洋環境の変化に漁場の選択肢の拡充を図ってリスクを低減する
ためにも、福島沖底の震災復興の取組を進める上でも、更なる推進が必要。

○ 今後、入会操業海域の拡大にあたっては段階的に進めるとともに、漁労長の世代交代が進んでいる現状（震災前に福島県
沖での操業経験を有する漁労長は14隻中１隻）を踏まえ、漁場に関するデータの収集やベテラン漁労長からの操業経験・
技術の継承が必要。

震災

近底船の水揚量の推移
（H21～R6）

操業海域の制限や資源変動により、
震災前の水準まで回復していない

6

年間水揚量割合
（R5～R6平均）

年間水揚金額割合
（R5～R6平均）
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復興計画のコンセプト

がんばる漁業・養殖業（福島県沿岸における生産回復型）を活用することにより、関係する
３団体・４地区・４計画が連携し、宮城県沖と福島県沖の入会操業を推進して選択可能な漁場
の拡大や震災前の入会状態への回復を図るとともに、資源の持続的な利用にも配慮しながら、
更なる生産の回復に取り組み、福島県の漁業復興を応援しつつ、影響が懸念される外部要因
（風評被害、海洋環境等）にも適応しながら、地元水産業の復興を図る。

＜漁業復興計画の参加船一覧表＞
事業参加漁業者 地域 船名 トン数 進水年

鈴木　貴紀 石巻 第31観音丸 19 平成15年2月

(株)清正丸安海漁業 石巻 第35清正丸 19 令和3年4月

(株)福寿丸 石巻 第3福寿丸 19 平成22年6月

(株)宝進丸 石巻 第18宝進丸 19 平成3年8月

(有)カネジュウ安住漁業 石巻 第23稲荷丸 19 平成10年5月

＜協力船＞

(株)宝進丸 石巻 第23宝進丸 19 平成31年4月

森　真一 石巻 第15宝来丸 19 令和2年4月

髙橋　和己 塩竈 第3東洋丸 15 令和元年10月

伏見　満 石巻 第53稲荷丸 19 令和4年8月

(株)隼丸 女川 第68隼丸 19 令和4年6月

安海　政博 石巻 第21大栄丸 19 令和6年7月

成澤　真章 石巻 第77成田丸 19 令和8年9月予定

宮城製粉（株） 石巻 第38明神丸 19 平成26年6月

伏見　茂 石巻 第7稲荷丸 19 平成2年1月

（令和8年5月29日現在）

が
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る
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業
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船

漁

船
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船

等

・県内の近底船14隻のうち、５隻がプロジェクトに参加。
・漁船リース事業を活用するなどしている９隻はプロジェクトの取組に協力する。
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復興計画の取組の概要

　A　宮城県沖と福島県沖の入会操業の推進等

① 宮城県沖と福島県沖の入会操業の推進（拡充） ② 福島県沖での漁獲物の宮城県内魚市場への水揚げ（継続）

③ 福島県内魚市場への水揚げ（拡充）

　B　漁場や資源に応じた操業方法、操業体制への転換

① 14隻のグループ操業の高度化（拡充） ② 入会操業体制の構築（漁場の調査探索・若手漁労長の育成）（新規）

③ 秩序ある入会操業体制の確立（継続）

　C　若手乗組員の育成等

① 若手乗組員の育成（拡充） ② 若手乗組員の安全意識の向上（継続）

　D　付加価値を高めるための船上での取組

① 曳網時間の削減（継続）

　E　需要に応じた供給体制の確立

① 魚市場や買受人等との情報交換（拡充）

　F　持続的な漁業のための資源保護

① マダラの小型魚（マメマメ）の保護（継続） ② 小型ケガニの保護（継続）

③ キチジ・サメガレイの保護区（継続） ④ 関係地区との連携（継続）

① 付加価値向上のため一部魚種での販売方法の検討（継続） ② 低・未利用魚種の販路開拓（継続）

① 閉鎖型の高度衛生管理市場における鮮度・衛生管理（継続） ② 「みやぎ水産の日」等と連携した消費拡大（継続）

③ 放射性物質検査への検体提供（継続）

　H　魚市場における衛生管理、販売促進等

操業・生産に関する事項

流通・販売に関する事項

　G　付加価値を高めるための陸上での取組
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【取組Ａ】宮城県沖と福島県沖の入会操業の推進等

【取組Ａ-①】
宮城県沖と福島県沖の入会操業の推進

・宮城沖底、相馬沖底及びいわき底曳と連携して、
入会操業を推進。

・復興プロジェクトの成果を踏まえつつ、今般新た
に策定した宮城県沖・福島県沖の入会操業拡充
ロードマップ（右図）に基づき、更なる入会操業
海域の拡大等を図る。

・福島県沖での操業は入会操業調査の結果を踏まえ
つつ実施。

【取組Ａ－③】
福島県内魚市場への水揚げ

・宮城県沖及び福島県沖での漁獲物を
福島県内魚市場に水揚げ・陸送販売
を行う。

・福島県の要望を踏まえ、宮城沖底と
連携して福島県内の魚市場へ随時搬
入を行うとともに、搬入回数、魚種
及び数量を増加させる。

【取組Ａ－②】
福島県沖での漁獲物の
宮城県内魚市場への水揚げ

・福島県沖での漁獲物を宮城県内の
魚市場で販売する。

・宮城沖底と連携して宮城県内にお
ける福島県産漁獲物の市場評価に
関する情報収集・提供を行うこと
で福島県漁業の復興を応援する。



【取組Ｂ】漁場や資源に応じた操業方法、操業体制への転換

宮城

福 島

100ｍ
500ｍ 1000ｍ

142°Ｅ 142.5°Ｅ

統括本部

700ｍ

南部

：グループ毎の代表船

：船団長

北部

福島海域

【取組Ｂ－①】14隻のグループ操業の高度化

・14隻をグループに分け、「北部・南部・福島海域」の３区域を各
グループが交代で操業することを基本とする。
ただし、海洋環境や漁獲対象魚種が大きく変化しているため、こ
れまでの情報共有等の取組に加え、漁場の選択肢を拡充し、資源
状況や漁海況、入会操業調査の結果、魚市場及び買受人のニーズ
等を踏まえて、グループ編成や操業海域は柔軟に見直すものとす
る。

・往復航行時には経済速力の遵守によりコスト削減を図る。
・船団長及び各グループに代表船を配置し、組合に統括部門を設け
ることで、指揮及び指導系統の体制を構築する。

【取組Ｂ－②】入会操業体制の構築
（漁場の調査探索・若手漁労長の育成）

・安全かつ有効に漁場を活用するための入会操業調査を実施し、漁場の調
査・探索によるデータ収集や情報共有、さらに若手漁労長の育成を進め
ることで、入会操業の拡大に具体性を付与しつつ、効率的で安定した操
業体制と持続可能な漁業経営を図る。

＜入会操業調査の内容＞
・これまで福島県沖の操業は１月～６月を主体としていたが、９月～翌年６月の
漁期間を通して各グループが定期的に操業を行う。

・操業日時、位置、気象・海況、海底の状況、曳網時間・方向・回数、魚種別漁
獲量等のデータを収集する。

・各グループにベテラン漁労長を極力配置して洋上にて若手漁労長等を実践的に
指導する。

・宮城沖底と連携して随時漁労長会を開催して、情報共有と若手漁労長の実践的
な育成を図る。

【取組Ｂ－③】秩序ある入会操業体制の確立

・福島県の復興（生産回復）の観点を踏まえ、宮城県沖と福島県沖におけ
る秩序ある入会操業体制の確立は不可欠であり、がんばる漁業の成果を
踏まえながら、事業終了後も入会操業協定に基づき対応する。 10
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【取組Ｃ－①】 若手乗組員の育成

・若手乗組員を対象としたアンケート調査等を実施し、労働環
境や働き方に関する意向を把握するとともに、その情報を船
主間で共有することで、働きやすい職場環境づくりや待遇の
改善につなげる。

・休漁日を活用して、網の修理などの技術講習を行い、若手乗
組員の基礎的な技能の習得と技術力の向上を図る。

【取組Ｃ】若手乗組員の育成等

【取組Ｃ－②】若手乗組員の安全意識の向上

・海難防止講習会や救急救命講習会等に参加することにより、
安全操業に関する知識や技術の向上を図り、若手乗組員の
安全操業の意識向上につなげる。

＜若手乗組員を対象としたアンケート調査＞

＜海難防止講習会、救急救命講習会等への参加＞

船主間で共有
↓

働きやすい環境づくり
や待遇改善に活用

モチベーション
アップ

＜網の修理等の技術講習＞

A丸 B丸 C丸
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【取組Ｄ】付加価値を高めるための船上での取組

【取組Ｄ－①】曳網時間の削減

・漁獲物の高鮮度化のため、３時間としていた曳網
時間を２．５時間以内とすることを徹底する。
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【取組Ｅ】需要に応じた供給体制の確立

・さらに、安定した価格形成を図るとともに、魚市場及び買受人等における計画的な購入や
事前の人員配置等の決定に資するよう操業船情報（操業位置、魚種、漁獲量等）も提供す
る。

関係者との情報交換を密にし、タイムリーに需要に応じた操業を実施するとともに、
付加価値向上に係る取組により、単価が毎年基準値の０．５％ずつ上昇すると仮定。

【取組Ｅ－①】 魚市場や買受人等との情報交換

・７月～８月の休漁期間中に実施する宮城沖底、魚市場及び買受人等との操業・水揚げ計画
（年間・月間）の協議に加えて、随時、魚市場及び買受人等との協議の場を設け関係者と
の情報交換を密にしてタイムリーに需要に応じた生産体制を構築する。
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【取組Ｆ】持続的な漁業のための資源保護

【取組Ｆ－②】ケガニ小型の保護

単価の高い大型個体の水揚げを増やすため、７㎝
未満の小型個体が入網した場合は、再放流する。

【取組Ｆ－①】マダラ小型魚（マメマメ）の保護

・マダラの保護を図るため、小型魚が多く分布する
時期・場所における操業を控える。

・マダラの漁獲量のうち小型魚が20％以上、入網し
た場合には漁場（曳網水深帯等）を変更する。



15

【取組Ｆ－③】 キチジ・サメガレイの保護区

・キチジ及びサメガレイの資源保護のため、保護区を設定する。

【取組Ｆ－④】 関連地区との連携

・福島県との入会操業を推進することにより、福島沖底船と同様の海域で操業することになる。
・小型魚の保護や保護区の設定等の自主的な資源管理措置については、宮城沖底、相馬沖底及びいわき底曳
と連携しながら推進を図る。

・両県船が協力することで、より効果的な資源保護を実践する。
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【取組Ｇ】付加価値を高めるための陸上での取組

・水揚状況、魚市場及び買受人等からの情報によって、
タル出荷しているケガニやヤリイカ、スルメイカ等の
一部を箱詰め販売する。

・ケガニやヒラメ、マアナゴについて単価の高い活魚出
荷への転換を図り、付加価値向上、高鮮度化、箱代等
のコスト削減を図る。

【取組Ｇ－①】付加価値向上のため一部魚種での
販売方法の検討

【取組Ｇ－②】低・未利用魚種の販売開拓

カナガシラ、ナガヅカ等の低・未利用魚について、
宮城沖底、魚市場及び買受人等と連携し、商品の開
発、イベントの開催、試食品の提供等を実施し、認
知度の向上、販路拡大、単価向上を図る。

＜想定する取組例＞
・飲食店へのカナガシラ大型魚の箱詰め出荷
・トウジンを用いた水産加工品の開発・普及
・大学等と連携した有効利用の検討
・水族館で開催する深海魚展等と連携した加工品の
試食イベント

カナガシラ
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【取組Ｈ】魚市場における衛生管理、販売促進等

石巻市水産物地方卸売市場

鮮度管理や衛生管理が徹底された市場から、漁獲物を高品質・
高鮮度で供給することで、魚価の安定・向上を図る。

■衛生管理

・海水は泊地の外海より取水、浄化した清浄海水
を紫外線殺菌したものを供給。

・紫外線殺菌海水を冷却（－４℃）して魚体を鮮
度保持。

・紫外線殺菌海水を用いた氷を製造し、水産物の
温度管理を行う。

・床や器具の洗浄用として、電解次亜海水を使用。

【取組Ｈ－①】
閉鎖型高度衛生管理魚市場における鮮度・衛生管理
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・宮城県では水産物の新たな需要を掘り
起こし、消費拡大につなげるため、毎
月第３水曜日を「みやぎ水産の日」と
設定し、県内の量販店でのＰＲを実施
している。

・各種イベント及び宮城沖底と連携して
近年漁獲量が増えているもの等の漁獲
物の普及を図り、認知度向上と消費拡
大を図る。

【取組Ｈ－②】「みやぎ水産の日」等と連携した消費拡大

【取組Ｈ－③】放射性物質検査への検体提供

従来実施してきた放射性セシウムの検査に加
え、トリチウムの検査への検体提供に協力し、
漁獲物の安全性を確保する。

水産物の安全を確保し、風評被害の払拭につ
なげる。


